
 1 

 

LOS弾力性の異なる 

都市間交通マクロ需要モデル 
 

 

 

山口 裕通1・奥村 誠2・Tirtom HUSEYIN3 

 
1,3学生会員 東北大学大学院 工学研究科（〒980-8577 仙台市青葉区片平2-1-1 通研2号館148室） 

1E-mail:h-ymgc@cneas.tohoku.ac.jp. 
3E-mail:tirtom@cneas.tohoku.ac.jp 

2正会員 東北大学教授 災害科学国際研究所（〒980-8577 仙台市青葉区片平2-1-1 通研2号館152室） 

E-mail:mokmr@m.tohoku.ac.jp 

 

我が国では，今後都市間交通需要の利用者は減少することが予想される．利用者が減少する中で，都市

間交通ネットワークを維持するには，各交通事業者は選択的なLOS（Level of Service）の向上により潜在

需要を喚起し，公共交通を維持できるだけの利用者を集める必要がある．限られた財源を有効に活用して

需要の喚起を目指すには，都市間交通需要のLOSに対する弾力性が大きく，施策の効果が大きいと期待で

きる箇所を取り上げ，選択的にサービスの向上を図る必要がある．本論文ではサービス向上を図る箇所を

検討するための手法として，都市間交通におけるLOS弾力性の違いを他の説明変数を用いて説明するモデ

ルを提案する．さらに， 2005年の全国幹線旅客純流動調査を用いてLOS弾力性の推定を行った．この結果

を用いることで，特にLOS弾力性の大きいODに対して有効な需要喚起施策を検討することができる． 
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1. はじめに 

 

将来，人口減少や情報通信技術の発達により，我が国

の都市間交通の利用者は減少することが予想される．利

用者が減少する状況下では，大きな投資を行ってLOSの

向上を図ることが困難となる．それどころか，交通事業

者の経営状況の悪化からLOSの低下（e.g. 頻度の減少や

路線の廃止等）が生じると，さらに利用者が減り，これ

がさらなるLOSの低下を招くという正のフードバックル

ープが進行してしまう可能性がある．その様なフィード

バックの進行を阻止するためには，利用者の多様なニー

ズをとらえて，選択的なサービスから潜在需要を掘り起

こしていく必要がある． 

ところが，都市間交通ではその利用者のニーズは，

OD毎に大きく異なることが予想される．例えば，旅客

が求めるサービスが，ビジネスと観光で異なることは，

容易に想像できる．特定の利用者に対する割引切符等は，

運賃弾力性が低い箇所では潜在需要を掘り起こす効果は

少なく，運賃弾力性が高い箇所を探して導入する必要が

ある．このように，都市間交通のネットワークを維持し

てゆくには，LOS弾力性を的確にとらえて需要喚起・維

持策を検討する必要がある．そこで，本研究では都市間

交通におけるOD毎のLOS弾力性の差異を推計する方法

について検討する． 

従来の都市間交通需要に関する研究でも，このLOS弾

力性の違いは考えられてきた．Yao and Morikawa (2005)
1)，

Nijegovan(2006)
2)，Wardman(2006)

3)など従来の都市間交通

を扱う研究では，旅行目的や距離帯などLOS弾力性が同

一と考えられるグループに分割したうえで，モデルを構

築している．このような方法は，LOS弾力性の違いが無

視できない状況下において，新線整備などの大きな交通

量変動を説明するには有用である．1990年代のイギリス

における需要増加をGDPによって説明したWardman 

(2006)
3)では，ロンドンとの関係または距離帯毎にGDP弾

力性が異なることを指摘している．しかし，以上の分析

では，分析者があらかじめ定めたグループ内の弾力性の

違いがないものとして，グループ間の値の違いを確認し

ているのみであり，グループ分けの良否により結果が大

きく左右されるという問題がある．また，分析者が気づ

かなかったような「違い」を新たに発見することができ

ないという問題があり，需要喚起のターゲットを新しく

見つけたいという現在の政策ニーズに応えることができ

ない． 

そこで，本研究ではグループ分けという方法をとらず
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にLOS弾力性がOD毎に異なる可能性を認めたうえで，

その差異を別の説明変数で説明づけることを試みる．す

なわち，OD交通量がランダム項を持つ重力モデルに従

っていると仮定し，さらにLOS弾力性を説明するモデル

を構築する．本論文では， 2005年全国幹線旅客純流動

調査のデータに基づいてこのモデルのパラメータを推定

した．その結果，短距離または航空利用率が高いほど所

要時間に関する弾力性が大きく，短距離，航空利用率が

低い，または業務目的率が高いODほど運賃に関する弾

力性が大きいことが示された． 

 本論文の構成は以下の通りである．2章では，異な

るLOS弾力性を持つ重力モデルとLOS弾力性に関するモ

デルについて説明する．3章では，本論文の分析で適用

したデータを説明する．4章では，LOS弾力性を推定し

た結果を示し，考察を行う．5章は結論である． 

 

 

2. モデルの構成 

 

(1) 分布交通量モデル 

分布交通量予測モデルの構築には，トリップ数の対数

値をとった重回帰分析が多く用いられてきた．この方法

は，都市 ,i j C 間の観測 OD 交通量
ijY の対数値は，

（実際の）OD 交通量
ij を平均とする，等分散正規分

布に従って得られると仮定している： 

    2ln ~ ,

( , ) × | 0.

ij ij

ij

Y Gaussian

i j C C Y

 

  

,　

　　　
 (1) 

この方法では，対数値をとるために，観測トリップ数が

ゼロ（i.e. 0ijY  ）の OD ペアの情報を用いることがで

きなかった．ところが，遠距離の地方都市間の移動では

非常にトリップの発生頻度が小さく，トリップを観測で

きないことが少なくない．観測データの対数値を用いる

分析では，たまたまトリップが観測された ODのみの情

報を用いて，観測トリップ数がゼロだった ODの交通量

を推計することになるため過大推計となる恐れがある．

そこで，本研究ではポアソン回帰を採用することで，ゼ

ロトリップの情報も用いることができ，過大推計を回避

する： 

  ~ ( , ) × .ij ijY Poisson i j C C  ,　  (2) 

 さらに，一日当たりの期待OD交通量
ij の対数値は，

N 個の説明変数 n

ijX の対数値とランダム項によって表

現できると考える： 

    ln ln

( , ) × ,

n

ij n ij ij

n N

X

i j C C

   


  

 

 ,

　　
 (3) 

  2~ 0, .ij Gaussian s  (4) 

ランダム項
ij は，説明変数で説明しきれない OD 固有

の特徴を表すものである．ここでは，式(4)に示すよう

に，平均 0，分散
2s の正規分布に従うと仮定している．

式(3)は，説明変数として，発地と着地の都市規模

,i jS S と一般化費用
ijGC を用いる場合には，ランダム

要素を含む重力モデルと見ることができる： 

 1 2

3
exp( ) exp( ).

i j

ij ij

ij

S S

GC

 


  


  (5) 

上述の式(2)~(4)で定義したような，ランダム項を追加し

た一般化線形混合モデル(GLMM, Generalized Linear Mixed 

Model)は，すでに交通の OD 交通量モデルに用いられて

いる．Perrakis (2012)
4)ではベルギーのフランドル地方のデ

ータを用いて，式(3)のパラメータ n が正規分布に従っ

て分布するものとして，ガンマ分布に従うランダム項を

追加した混合モデルのベイズ推定を行い，当てはまりの

良い推計方法であると報告している． 

 

(2) 弾力性モデル 

本研究ではLOSの弾力性
n がOD毎に異なる値をとる

可能性があり，それがM 個の説明変数 m

ijZ の線形関数

によって説明できると仮定する： 

 .n n m n

ij m ij

m M

Z  


   (6) 

式(6)を，式(3)に代入すると，式(7)のようなパラメータ
n

m について線形なモデルとして書ける： 

     

 

ln ln
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tij m ij tij
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n n

tij ij

n N m M

Z X
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 
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 
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このように、ランダム項を一つ持つ線形モデルのパラメ

ータは，尤度を数値積分する方法で推定することができ

る．本研究では，RのglmmML()パッケージを利用して計

算を行った． 

 

 

3. 利用データ 

 

(1) 分布交通量モデルの被説明変数 

観測 OD 交通量 ijY として，2005 年全国幹線旅客純流

動調査の OD表データを用いる．これは，日本全体をほ

ぼ都道府県単位に 50 のゾーンに分割し，秋季平日一日

のゾーン間 OD交通量を調査したものである．この調査

は，自動車・鉄道・航空・船舶・バスのそれぞれのモー

ドにおいて行われるサンプル調査を統合したもので，総

サンプル数は 150万を超える非常に大規模な調査である． 

本研究では，OD 表のうち平均距離（後述）が 300km

を超える ODを対象に分析を行う．何故なら，図-1に示
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すように，300km未満の OD では大半が自動車によるも

のであり，本研究の目的である公共交通機関のサービス

レベルと流動量の関係だけでは分析できないと考えたた

めである． 

 

(2) 分布交通量モデルの被説明変数 

a) ゾーン規模指標 

本研究では，式(3)の説明変数 n

ijX として，まずゾー

ンの規模を示す説明変数をとりあげ，2005年国勢調査に

よるゾーン人口のデータを用いた．本分析では，発地と

着地ゾーンの人口を乗じたものを一つの説明変数として

いる．なぜなら，本研究で用いるOD交通量は，“行き”

と“帰り”のトリップを区別していないため，発地と着地

は同じ効果を持つと考えられるためである．なお，人口

が多いゾーン間ほど，トリップ数が多いために，この説

明変数は正の効果を持つと推測できる． 

b) OD指標 

本分析では，ODの特徴を示す指標として，航空と鉄

道を用いた経路の情報を用いる．何故なら，本分析の対

象である300km以上の距離帯では，図-1に示すように，

鉄道と航空のシェアが大半を占めるためである．まず，

純流動調査のトリップデータから利用されている経路を

列挙し，それらの経路情報についてJTBの時刻表を用い

て距離 k

ijd ，運賃 k

ijf ，所要時間 k

ijt を設定した．なお，

各経路はゾーンの代表鉄道駅間とし，航空の経路情報に

は，アクセス・イグレスの情報を含む．そして，純流動

調査のトリップデータから算出した経路k の日流動量
k

ijn で重み付けして，OD毎の平均距離
ijD ，平均運賃

ijF ，平均所要時間
ijT を導出した： 
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平均距離
ijD ，平均運賃

ijF ，平均所要時間
ijT の三者は，

非常に相関関係が高く，そのまま分析に用いると多重共

線に陥る恐れがある．そこで，本研究では運賃と所要時

間を距離で基準化した指標を用いる．平均運賃
ijF は，

平均距離
ijD で割った距離当たり運賃

ijFR を用いる： 

 
.

ij

ij

ij

T
FR

D
  (11) 

所要時間については，長距離になるほど高速のモードを

利用する傾向にあり，図-2のように平均所要時間の対数

 ln ijT と平均距離の対数  ln ijD は式(12)のような関

係にあることが分かった： 

 ln( ) 0.4558ln( ) 2.44535.ij ijT D   (12) 

そこで，平均所要時間
ijT が式(12)から導出される期待所

要時間に比べて，どの程度短くなっているかを表す指標

を式(13)のように計算し，これを高速化指数
ijHS と呼ん

で，以下の分析に用いることとする： 

 ln( ) 0.4558ln( )

2.44535 ln( ).

ij ij

ij

HS D

T



 　　　　　
 (13) 

以上で定義した，平均距離 ijD と距離当たり運賃

ijFR は，流動量に対して負の効果を持ち，高速化指数

ijHR は，正の効果を持つと推測される． 

 

(3) 弾力性モデルの説明変数 

 本研究では政策上変更可能な LOS として距離当た

り運賃 ijFR と高速化指数 ijHS に着目して，これらへ

 

図-1. 距離帯別のモードシェア（出典：第 4回 全国幹線旅客純流動調査） 
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の弾力性を他の要因で説明する．既存の研究では，Yao 

and Morikawa (2005)
1)は業務目的とそれ以外の目的に分け

て都市間交通需要モデルを構築している．また，

Wardman (2006)
3)は距離帯別に GDP elasticityが異なること

を示している．そこで，本研究では純流動調査目的別

OD表から集計した業務目的率
ijBR と，平均距離

ijD を，

弾力性モデルの説明変数
m

ijZ として用いる．さらに，

航空を利用する場合は運賃，所要時間に関する感度は異

なると期待される．何故なら，空港での乗り継ぎは，鉄

道駅と比較してセキュリティチェックや搭乗手続きに時

間がかかり，所要時間の感じ方が異なると期待されるた

めである．また，運賃体系も鉄道とは大きく異なるため，

運賃に対する感じ方も異なると期待される．そこで，

OD 毎の航空利用率 ijAR も弾力性モデルの説明変数
m

ijZ に加えて分析を行った． 

 以下では，本節で説明した3種の説明変数により弾力

性が決まると仮定した提案モデルと比較するため， LOS

弾力性を固定した弾力性固定モデルのパラメータを推定

する． 

 

 

 

4. 推定結果 

 

推定の結果を表-1と表-2に示す．まず，表-1をみると

弾力性の違いを認めることで，残差逸脱度と AIC が小

さい，あてはまり・予測力が共に向上したモデルとなっ

ていることが分かる．表-2から説明変数のパラメータ推

定結果を見ると，どちらのモデルでも各変数のパラメー

タは Wald 統計量において 1%信頼区間で有意となって

いる． 

各説明変数の推定結果を見てみよう．弾力性固定モデ

ルでは，人口と高速化指数が正，平均経路距離と距離当

たり費用が負に効く結果となっており，符号は直感と合

致する．提案モデルでは，高速化弾力性に対する業務目

的率以外は 1%信頼区間で有意な結果となった．表-2 に

は，高速化弾力性に対する業務目的率を除いてパラメー

タを推計した結果を示している．表-2から，(1)平均距離

が短い ODほど，高速化指数の弾力性と運賃弾力性が大

きい，(2)航空利用率が高い ODでは，高速化指数の弾力

性は大きく，運賃弾力性が小さい，(3)業務目的率が高

い ODでは，運賃弾力性が大きいことが分かった．(3)に

ついては，一般にはビジネストリップの発生は利用者の

意思によらず決まっており，運賃に対する感度も低いと

 
図-2. 経路距離と所要時間の関係 

 

表-1. モデル推定結果比較 
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考えられていたが今回は逆の結果となった．これは，ビ

ジネス利用者はリピーターが多く，運賃に応じて頻度を

調整するのに比べて，観光や私用目的は行先の魅力度や．

冠婚葬祭等の行事によって決まるために，運賃に対する

弾力性が小さいことを意味している． 

  表-2の結果から，図-3のように各 ODの弾力性をプロ

ットすることができる．この図から，高速化指数に対す

る弾力性は，比較的距離は近いが地形上鉄道利用が困難

な ODで高い結果となった．特に弾力性の大きい，高知

－宮崎間や高知－和歌山間では弾力性固定モデルの弾力

性の倍以上の弾力性であると推計されている．航空の直

行便のないこれらの ODでは複数路線の乗り継ぎ利便性

の改善等による所要時間短縮により潜在需要を掘り起こ

すことが期待できると推測できる．また，短距離で航空

シェアが低い（鉄道シェアが高い）OD は，運賃弾力性

が高い傾向にある．運賃弾力性についても最大値は弾力

性固定モデルの推計値の倍以上と推計され，このような

ODでは運賃面での施策検討が有効だといえる．  

 

 

4. おわりに 

 

 本論文では，需要減少下でサービスレベルを維持する

には，利用者のニーズをとらえた施策から，潜在需要を

喚起してゆく必要を述べ，都市間交通需要における

LOS 弾力性の差異を説明するモデルを提案した．これ

は，利用者のニーズをとらえた施策（e.g. 運賃弾力性の

高い利用者に対する，選択的な値下げ施策）を検討する

表-2. 各係数の推定結果 （z値 = 推定値／標準偏差） 

 

＊＊＊: Pr(>|z|) < 0.01 
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ために有用なモデルである． 

 実際に，日本の都市間流動データに適用して分析を行

った結果，短距離または航空利用率が高いほど高速化弾

力性が大きく，短距離，航空利用率が低い，または業務

目的率が多い ODほど運賃弾力性が大きいことが分かっ

た．これらの結果から，特に弾力性の大きい ODを取り

上げて需要喚起施策を検討することができる． 
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In Japan it is expected that intercity traffic flow will decrease because of decreasing population or de-

velopment of information and communication technology. Transportation company must try to keep the 

number of passengers through demand stimulus countermeasures such as fare discount or speed im-

provement, in case of downward shift of demand function due to population decrease, business depres-

sion, and so on. In order to efficiently concentrate their resource for countermeasures, transportation 

company should pick up markets where service level elasticity are comparatively large. In this paper, the 

inter-city demand model with heterogeneous LOS elasticity is proposed. This model is valuable for con-

sidering the efficient way to stimulate travel demand. Parameters of the model are estimated using the da-

ta of the National Inter-city Travel Survey in Japan. These results will help to stimulator travel demand. 

 

 

図-3. OD毎LOS弾力性の推定結果 

 


